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本レポートについて
企業は、猜疑心が強く、従来の広
告を信用しないミレニアル世代を
如何にしてターゲットにするのか。
支払いの選択肢はインドでどれだ
け重要とされているのか。海外の
ウェブサイトからの購入率が高い
のはどの国か。消費者はどのオン
ラインサイトから食料品や雑貨品
を積極的に購入したいと思うの
か。本レポートでは、このような、
より的を絞った、顧客中心主義に
基づく効果的なオンライン戦略の
立案のヒントを提供します。

 

Willy Kruh
Global Chair, Consumer Markets
KPMG International

はじめに

消費財・小売ビジネスとテクノロジーとの融合によって実現したオンラインショッピン
グは、さらなる利便性、付加価値、選択肢を求める新世代の消費者に支えられて
年々成長し続けています。消費財・小売企業にとって、このトレンドは挑戦であると同
時に大きな機会をもたらします。 

競争の場は、もはや営業時間や店舗に限定されたものではありません。今日の消費
者は常にどこでも購買活動を行っています。真にグローバルなオンライン市場では、
世界中の小売企業やメーカー、あるいは物理的な売り場をまったく持たない売り手か
ら簡単に商品を購入することができます。 

消費者がより豊かな体験と高い利便性を求めていることから、小売企業はオンライン
と店舗の両方で戦略の見直しを迫られています。自分の買い物にしか関心がないミレ
ニアル世代を含む新しい消費者の波を惹き付けるには、適切なプロダクトミックスを
用意しているだけでは十分ではありません。拡張現実、バーチャルリアリティ、3Dな
どのテクノロジーを駆使したオンラインショッピング体験の創造は、便利でパーソナラ
イズされた注文、支払い、配送オプションの提供と同じくらい重要になりつつあります。

しかし、オンラインショッピングが増加しているにもかかわらず、総小売販売に占める
eコマースの割合は比較的低いままに留まっています。顧客を店舗に惹き付け、直販
店を開設し始めたオンライン小売企業を相手に競争するには、小売企業の従来型店舗
戦略も進化させる必要があります。小売企業があらゆる前線で競争力を高める努力を
続けるなか、革新的なマーケティング戦略やスマートシェルフ、ロボット、無人レジ、
インタラクティブリアリティやバーチャルリアリティなどの新しいテクノロジーを導入する
店舗が増えています。

「正しい」戦略を見つける作業は、「自社のブランドプロミスを前提として、我々はどこ
で競争したいのか」という問いから始まります。企業が自社の目標、顧客および顧客
のニーズを理解したときに初めて適切な戦略を策定することができます。持続可能な
戦略の鍵を握るのは、あらゆる地域、あらゆる世代にわたる現在と将来両方の顧客
ニーズを理解し、それを満たす能力です。 

本レポートでは、eコマースに対する企業のアプローチに関する疑問を取り上げ、それ
に答えることを目指しています。KPMGのオンライン上における顧客行動、嗜好、態
度に関するグローバルリサーチが、オンラインで顧客を獲得し、維持するためのアプ
ローチを改善しようとしている消費財・小売企業の皆さまにとって興味深く、洞察に満
ちたものになることを願っています。この調査のために時間と知恵を貸してくださった
回答者、企業のエグゼクティブ、KPMGのプロフェッショナルに謝意を表します。

本レポートのダウンロードは、kpmg.com/jp/online-consumersをご覧ください。
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消費者が本当に
求めているものは
何か

テクノロジー、物流、支払い、信頼関係の構築における進歩
と、インターネットアクセス、モバイルアクセスの増大、利便性
に対する消費者の需要の増加が相まって、グローバルオンライン
ショッピングの市場規模は1兆9千億ドルに達しました。今や何
百万人もの消費者が、いつでも、どこでも、買い物に「出かけ
る」のではなく、実際に買い物を「して」います。

オムニビジネスモデルをテーマとして「カ
スタマー・セントリック＝顧客中心主義の
追求」1と題されたKPMGインターナショナ
ルによる最近のレポートでは、従来の店
舗中心のビジネスモデルから、絶え間な
いショッピング体験の中心に顧客が位置
することが多くなった新しい世界への移行
に対応するために、消費財企業と小売企
業がどのように変化しているかを論じてい
ます。この「顧客中心主義」という現実に
直面している小売企業は、「常時オン」の
ショッピング環境に置かれた潜在的な顧
客が、いつ、どこで（意識的および無意
識的に）購入決定を下しているかについ
て、ひときわ敏感になり、状況に素早く
反応する必要があります。

ジレンマ
喫緊の課題は、どうすればこの消費者の
思考察知という究極の理想を消費財企業
と小売企業が実現するかです。どうすれ
ば現在と未来の顧客の行動と好みを解明
し、それに後れをとらずに済むのでしょう
か。どうすれば、多岐にわたり、変化の
激しい顧客セグメントを惹き付け、獲得
するというゴールに自社のオンライン戦略
を最適化することができるのでしょうか。

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
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ベビーブーム世代
1946年～1965年生まれ

ジェネレーションX ／X世代
1966年～1981年生まれ

ミレニアル世代
1982年～2001年生まれ

18,430人の消費者が 
教えてくれたこと
2016年にKPMGは、18,430人の消費者
に対し、オンラインショッピングにおける
消費行動と好みに関するグローバル調査
を実施しました。本調査は、50ヵ国以上
の国々に住む15～70歳の消費者を対象
としたオンライン調査に基づいており、そ
れぞれが過去12ヵ月以内に少なくとも1
つの消費財商品をオンラインで購入して
います。 

オンラインショッピングにおける消費者の
行動、好み、意思決定プロセスを綿密に
調査したほか、消費者の未来のオンライン
購入の予定、特定のブランドに対する信
頼度と忠実度に影響を及ぼす要因、購入

先として選択する企業あるいは選択しな
い企業に対する、消費者の感情と態度も
調査しました。

本調査の最終目標は、ターゲットとしたい
顧客の特定の行動と好みに関するグロー
バルな知見と地域的な知見を、消費財企
業と小売企業に提供することにあります。
さまざまな顧客セグメントの独自性を理
解することで、企業は自社のオンライン
戦略をそれに合わせて調整し、最大限の
成功を収めることができます。 

本調査で収集されたデータは深く掘り下
げられており、企業は地域別、世代別
（ベビーブーム世代、ジェネレーションX
（以下、X世代）、ミレニアル世代）、商品
カテゴリー別等の分類基準に従って自社

の顧客の行動と好みを分析し、予測する
ことができます。データをフィルターにか
けて分類する方法の数は膨大であり、1
つのレポートにはまとめられないため、
以降のセクションでは、主な購買グルー
プおよび商品カテゴリーの最も重要な、
あるいは最も興味深いトレンドとの比較を
中心に、グローバル調査の結果の概要を
示します。 

KPMGのチームメンバーはクライアントか
ら指定された特定の要件またはターゲッ
ト市場に従ってデータ全体をフィルターに
かけ、分析することができます。詳細な
知見に関心がある方はKPMGにご連絡く
ださい。

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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本調査は、過去12ヵ月以内に
少なくとも1つの消費財商品を
オンラインで購入した消費者が
対象となっています。

「多くのベビーブーム世代も手の届くところにある 
身近なテクノロジーを理解し、その良さを認識しはじめています。 
ベビーブーム世代がオンラインで物を買うことの利便性を認識し、 
体験しようとしているように、私たち全員が少しずつミレニアル世代の要素を 
持っていると言えます。」

 — Mark Larson, Head of Consumer and Retail, KPMG in the US

オンライン購入に
おける行動

デジタル時代の到来とオンラインショッピン
グの増大により、消費財のメーカーと小
売企業は、かつてないほど大きなビジネ
スモデルの変革を迫られています。従来
型の消費財企業もスタートアップ企業も、
その多くが店舗中心あるいは地域に重点
を置いたビジネスモデルから、顧客中心
で国境のないビジネスモデルへ移行して
います。この変革に取り組んでいる企業を
手助けするために、18,430人の消費者を
対象とした本調査は、さまざまな国、商
品、世代にわたる消費者のオンライン
ショッピングにおける行動および感情を示
す独自の包括的な指標を提供します。

上昇傾向にあるオンライン 
ショッピング
オンライン購入の頻度は地理的条件によっ
て大幅に異なります。アジア、北米、西
欧の消費者はオンラインで買い物をする
頻度が高いのに対して、東欧・ロシア、
中南米、中東・アフリカの1人当たりのオン

ライン購入頻度はそれほど高くありません
（図1.0）。

X世代が最も熱心なオンライン 
ショッパー
年齢グループ別に見ると、X世代（1966～
1981年に誕生）の消費者は、昨年、他の
どの年齢グループより多くのオンライン購
入を行い、取引回数は平均して年間ほぼ
19回でした。興味深いのは、オンライン
ショッピングの増大を後押ししているの
は、主にもっと若い「テクノロジーに精通
した」ミレニアル世代（1982～2001年に
誕生）であるという通説に反して、X世代
の消費者が実際に購入した回数の方が年
下の世代より多かったことです。

人生の段階や所得レベルは確かにオンラ
インショッピング、オフラインショッピング
両方を後押しする主な要因であり、職業
生活が安定していて、マイホームや家族
を持っている人が多いX世代の消費者は、
年下のミレニアル世代より多くの消費財

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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図 1.0 

オンライン取引回数の平均値 
 （単位：回／年間1人当たり）

図 1.1

1回当たりの平均購買額 
（単位：米ドル）
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出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

ヘルスケア製品、ワイン、家庭用品・電
化製品を購入する傾向が高いことも分か
りました。

男性の方が女性よりオンラインの
購買額が高い
ショッピングの頻度は男性も女性もほぼ
同じでしたが、直近の購入における1回
の取引当たりの平均購買額を見ると、男
性220ドルに対して女性151ドルと、男性
の方が女性より高いという結果になりまし
た。この差の主な原因は、男性の消費者
が贅沢品（取引の55％が男性）や電子機
器（取引の72％が男性）など、高価格カ
テゴリーの品目を購入する傾向が強かっ
たのに対して、女性は化粧品や食品など
の低価格カテゴリーの品目を購入する傾
向が強かったことにあると思われます。

商品を購入している可能性が高いと言え
ます。より多くのミレニアル世代が職に就
き、ライフスタイルの優先事項が変わる
につれて、彼らのオンラインショッピング
活動は旺盛になり、年上の世代をはるか
に超えることさえ予想されます。

ベビーブーム世代を過小評価 
してはいけない
デジタルファーストのミレニアル世代に比
べて、ベビーブーム世代（1946～1965
年に誕生）の方がオンラインで買い物をす
る傾向が低いと考えることは理解に難く
ありません。しかし、調査対象となった
ベビーブーム世代は、ミレニアル世代と
同じ頻度でオンラインショッピングを行っ
ていることが分かりました。さらに、ベ
ビーブーム世代は、他の2つの年代グ
ループより1回の取引当たりの支出が多額
であり（図1.1）、プライスポイントが高い

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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書籍と音楽

電子機器

衣料品

Apparel

2 https://www.purposegeneration.com/buzz/article/streaming-the-future-millennials-and-media

「衣料品、書籍、音楽など、多くの『常連』カテゴリーにわたって 
eコマースがグローバルベースで成長していることは明らかです。 
しかし、現在新たに成長が見込まれているのは、携帯電話や 
ノートパソコン、家具、装飾品など、店舗で展示されることが 
多いカテゴリーの商品です。食料品でさえ、機会は生まれています。 
適切な食料品のネット販売モデルを打ち出している小売企業は 
ほとんどありませんが、それができれば、大きな成功を収める 
可能性があるでしょう。 
勝ち組になれるのは、ミレニアル世代や若者に的を絞った企業であり、 
調理済み食品にフォーカスした企業です。」

 — Willy Kruh, Global Chair, Consumer Markets, 
  KPMG International

地域別のオンライン
売れ筋商品
大半の国で、メディア、電子機器、
衣料品はオンライン購入の頻度の
高さで5位以内に入っています。

商品カテゴリーのトレンド
オンラインで購入されている商品カテゴリー
の状況は徐々に変わりつつあります。前
年にオンラインで実際に購入した商品と
翌年購入しようと計画している商品を比
較すると、その割合は大半の商品カテゴ
リーにおいて増加していることが分かりま
す（図1.2）。この結果は、輸送や配達方
法の選択肢が増えたことにより、家具、
電化製品、さらには車に至るまで、かさ
ばる商品をオンラインで購入することがよ
り簡単に、より一般的になり、従来実店
舗で販売されていた新たな商品カテゴ
リーをオンラインで購入する消費者の意
欲が強くなっていることを示しています。
一方、書籍、音楽、電子機器、アクセサ
リー、衣料品など、「簡単に輸送できる」
商品は、相変わらず最も人気の高い商品
カテゴリーとなっていますが、これらのカ
テゴリーの相対成長は最小限に留まると
予想されます。 

実際、ミレニアル世代がこれらの品目を
オンラインで購入する頻度が年上の世代
に比べて低いため、現在トップを走るカ
テゴリーである書籍や音楽は、今後下降
する傾向に陥る可能性があります。ミレ

ニアル世代は今や、メディアよりストリー
ミング2を好み、この購買習慣は今後ミレ
ニアル世代が年をとっても変わる可能性
が低いことから、この傾向が今後、書籍
や音楽のオンライン販売を押し下げる圧
力となるのか、この先数年のこのカテゴ
リーの動向は見守る価値があるでしょう。 

一方、家庭用品、家電製品、家具、室
内装飾品、スポーツ用品など、大型の品
目は成長の潜在力が最も大きい部類に属
します。回答者が翌年オンラインで購入
しようと計画している商品カテゴリーによ
れば、家庭用品と家電製品が3.5％、家
具と室内装飾品が4.3％、スポーツ用品
とスポーツ器具については4.4％増加する
とされています。電気通信製品とフレグラン
スもそれぞれ4.5％、2.8％の成長が見込
まれているカテゴリーであり、ワイン、酒
類、美術品も成長品目となっています。

一般に、成長カテゴリーの商品は、試着
等、試してみる必要がないものや消費者
が商品の品質を信頼している度合いが比
較的高いものという傾向があります。

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
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29
31
30
31

26
31

26
30

27
29

23
27

25
27

書籍／音楽

成長率の単位：％

電子機器／コンピューター
／周辺機器

衣料品 － 女性

家庭用品と電化製品

アクセサリー

衣料品 － 男性

食品／食料雑貨品

玩具／ゲーム／
ビデオゲーム

化粧品／スキンケア

家具／室内装飾品

スポーツ用品／器具

靴 － 女性

電気通信機器／電話機

靴 － 男性

22
23

20
21

18
21

20
21

15
17

13
15

12
13
14

13
12
12

11
12

9
11

10
10

5
6

衣料品 － 子供 0.8

1.5

2.8

1.6

2.7

1.9

0.7

(1.0)

0.8

1.0

1.5

0.8

1.1

バッグ／革製品

香水／コロン

薬／ヘルスケア

ワイン

靴 － 子供

高級宝飾品／時計

ベビー用品

眼鏡類

ペットフードおよび
ペット用品

酒類

ビール

美術品

図 1.2

実際のオンライン購入と計画しているオンライン購入の比較 
前年と翌年（単位：％）

過去12ヵ月以内に商品を購入
した消費者の割合

これから12ヵ月以内に商品の購入を 
計画している消費者の割合

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

それぞれの地域では以下の商品も
上位5位以内に入っていました。

ワイン
オーストラリアおよび
ベルギー

アクセサリー
米国、インドネシア、 
トルコ

電気通信製品と
男性用フットウエア
インド、ロシア、UAE

化粧品
アジア太平洋、 
ロシア、中・東欧

薬とヘルスケア製品
ブラジルおよび 
ギリシャ

家庭用品
アフリカおよび中東

食料雑貨品
イギリスおよび中国

スポーツ用品
フィンランド

子供用衣服、玩具、 
ゲーム
フランス

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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図 1.3

世代別のカテゴリー成長見込み： 
前年と翌年の割合の差（単位：％）

3 https://en.onpage.org/wiki/Cohort_Analysis

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

「eコマースの将来の成長の大きな部分を牽引するのはミレニアル世代でしょう。これから２～３年のうちに 
ミレニアル世代は北米で最大の購買層になると予想されています。ミレニアル世代が親から独立し、 
結婚する年齢が高くなるにつれて、彼らは他のものに自分のお金を使うようになります。 
UberやAppleなどのブランドや地ビール産業は、ある程度はミレニアル世代が成長の火付け役になっています。 
その一方で、食料品への支出は、中・外食における支出のあおりを受けて縮小しています。ミレニアル世代が 
友人と共に食事をすることを好むように、ミレニアル世代にとって重要なのは体験を共有することなのです。」

 — Willy Kruh, Global Chair, Consumer Markets,  KPMG International

1.1
1.5

ベビーブーム世代 X世代 ミレニアル世代

眼鏡類

–.7

.5

1.9

高級
宝飾品
／時計

–2.1

.9

2

薬／
ヘルスケア

2.5
2.1

.6

香水／
コロン

1.8

3.1 3.1

バッグ／
革製品

–.7

1.4

2.8

家具／
室内装飾品

2.6

4.8 4.7

1.5

1

.3 .4

2.2
2.6

5.9

3.6

2

化粧品／
スキンケア

靴 － 女性 家庭用品と
電化製品

.7

–.6 –2.2

アクセ
サリー

1.6

.8

–.3

本／
音楽

美術品

世代のトレンド － 詳しい分析
年代グループ別の差異からトレンドを探る
には、そのトレンドが持続的な将来の行
動を示しているのか、あるいは単なる年
齢または所得の差が原因なのかを判断す
るために、詳しい分析が必要です。 

例えば、ミレニアル世代が成熟しても、
書籍や音楽の売上の減少傾向は変わらな
いことを示す前述の例とは逆に、この世
代が家庭用品などのカテゴリーに属する
商品を購入する傾向が同様に低いこと
（図1.3）については、別の解釈が成り立
ちます。後者の場合、若い世代による家

庭用品の購入が少ないのは、持続的な行
動パターンとしてのトレンドではなく、年
齢や人生の段階といった「年齢効果」また
は「コホート効果3」にその原因がある可
能性が高いと言えます。実際、ミレニア
ル世代が年を取れば、家庭用品をオンラ
インで購入するようになる可能性は、お
そらく極めて高いでしょう。 

消費者がオンラインで購入する総額に占
める割合という観点から見れば、美術品
は小さいカテゴリーですが、このカテゴリー
のオンライン販売はミレニアル世代の間
で急成長しているように見えます。ミレニ
アル世代の美術品に対する関心が高ま

り、美術品をオンラインで購入することに
対する抵抗感が薄れ、ミレニアル世代の
可処分所得が増えるにつれて、このカテ
ゴリーも成長する可能性が高いと思われ
ます。

国際取引と 
オンライン小売企業の増大
国境を越えるショッピングは世界中で増加
しており、小売業の国際化の成長を後押
ししています。この調査の一環として、消
費者が居住国以外の国からオンラインを
介して行った消費行動に注目しました。

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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図 1.4

海外からのオンライン購入―地域別割合 
（単位：％）

図1.4は、消費者が居住地域外に対して
行ったオンライン購入の割合を示していま
す。北米とヨーロッパの消費者は、オン
ライン購入全体に占める国外購入の割合
がそれぞれ14％、15％と、世界で最も
低い数値になっています。北米とヨー
ロッパの国々は国内において人気のある
商品を競争力のある価格で入手できる成
熟市場であるため、そのことを考えれば、
これは驚くに当たりません。 

アジアの消費者の輸入の割合は、国に
よって大きく異なりますが、平均して21％
でした。香港、シンガポール、ベトナム
は、それぞれ31％、43％、55％と、オン
ライン購入のかなりの割合が輸入品でし
たが、インドネシア、日本、インドなど、
その他のアジアの国はオンライン購入に
占めるアジア地域外からの輸入品の割合
が12％以下でした。アジア地域外からの
輸入が20％を占める中国は、その中間
に位置しています。

オーストラリアとニュージーランドでは、
居住地域外から輸入された商品のオンラ
イン購入に占める割合が35％であり、そ
の輸入品の25％の輸入元が北米とヨー
ロッパでした。これらの国が地理的な遠
隔地にあることが主な要因の1つであると
思われます。

図1.4の棒グラフが最も長い3つの地域
が、オンラインで国外購入を行う傾向が
最も高い市場です。東欧とロシアでは、
すべてのオンライン購入のうち43％が輸
入であり、主な輸入元はアジア（15％）、
西欧（13％）、北米（8％）でした。中南
米では、オンライン購入の44％が輸入品
であり、その60％近くの輸入元が北米で
した。アフリカと中東の消費者は、オン
ラインで購入する消費財商品を輸入する
傾向が最も強いという結果（オンライン購
入の50％）を示しました。この傾向は、オン
ライン購入の58％が輸入品だったUAEで
特に顕著であり、輸入元の80％はアジ
ア、北米、西欧でした。

多くの国で海外から購入する傾向が最も
強いのは、ミレニアル世代です。外国製
のユニークな商品や特殊な商品を求める
消費者が増えていることから、この結果
は国境を越えるオンラインショッピングの
潜在的な成長を示唆している可能性があ
ります。例えば、米国ではミレニアル世
代が最近行った購入の15％が海外からで
あった一方で、X世代で9％、ベビーブー
ム世代では3％にすぎません。米国の新
政権が提案している国内保護主義を重視
した傾向が、オンラインを介して海外で
買い物をする傾向が高い若い米国の消費
者にどのような影響を及ぼすかは興味深
いところです。

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017
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Nespresso
は言います。「ネスプレッソブティックはブ
ランド体験を提供する非常に重要な場で
すし、オンラインブティックはネスプレッソ
の『いつでも、どこでも』というモットーを
実現する場となっています。トレードポイン
トはマシンの販売に専念していますが、
新しい会員を獲得できるチャネルでもあり
ます。かつては取引チャネルであったカス
タマーリレーションシップセンターは、現
在、顧客との関係構築を行っています。」 

通常、ネスプレッソブティックを訪れて新
規顧客となった消費者は、その後オンラ
イン上の顧客になります。それ以降、顧
客は定期的にブティックまたはショップに
招待され、画期的な新商品のコーヒーを
試飲します。こうしてNespressoは顧客
と直接関係を構築することができます。
たいていの場合、顧客はネスプレッソクラ
ブの会員でもあるため、Nespressoは
個々の顧客の行動や好みを十分に把握で
き、それに合わせてマーケティングキャン
ペーンを調整したり、パーソナライズされ
た体験を顧客に提供したりすることができ
るのです。

香港におけるオフラインとオンラ
インの関係 
Nespressoのオンラインチャネルは急成
長を遂げましたが、Staeheli氏は香港に
おけるeコマースが直面している2つの課
題を指摘しています。「私たちはより高い
利便性をオンライン上のお客様に提供し
たいのですが、ほとんどの消費者がショッ
ピングモールから5～10分のところに住ん
でいるため、香港は実店舗に出かけるの
に非常に便利な場所と言えます。これが
1つ目の課題です。そこで当社では、オン
ライン上のお客様へのサービスを強化す
るために、毎日特定の時間帯に商品をお
届けする当日配達サービスを提供してい
ます。ただしここで、今度は配達コスト
の高さという香港が抱えるもう1つの課題
に直面しています。」 

Nespresso SAは、 
コーヒーマシンと小分けされた 
カプセル入りコーヒーの革命的な 
システムを紹介するために、 
ネスレによって30年前に設立され 
ました。 
1986年の設立当時、Nespressoは 
企業のオフィス市場に注力しまし 
たが、その数年後、消費者への 
直接販売へ販路を拡大しました。 
現在、世界中の64ヵ国に450店の 

Nespressoの直営店（ネスプレッソ 
ブティック）があります。 
ネスプレッソブティックは 
同社にとって重要なブランディング 
チャネルであり、販売チャネルでも 
ありますが、香港など一部の 
国ではオンラインが最も成長率の 
高い事業分野となっています。 

Nespressoのオムニチャネル 
進化の道
Nespressoの香港担当カントリーマネ
ジャーであるRoger Staeheli氏によれば、
Nespressoは自前の販売チャネルを持
ち、ユニークな消費者直販（B2C）モデル
を採用しているため、Nestleからは独立
して運営されています。Nespressoの
B2Cチャネルは、ネスプレッソブティック、
オンラインブティック、コーヒーマシン・
トレードポイント、さらに千人以上のコー
ヒースペシャリストがネスプレッソクラブ
の会員にサポートを提供する、カスタ
マーリレーションシップセンターと呼ばれ
るコールセンターの4つから構成されます。

Nespressoの販売チャネルは、長い歴史
を持つ他の小売企業とは逆の方向へ進化
しました。Nespressoは、まずカスタマー
リレーションシップセンターを経由して販
売を開始した後、1996年にウェブサイト
を立ち上げ、1998年にオンラインでの受
注を開始し、2000年に最初のネスプレッ
ソブティックをパリでオープンしました。 

Staeheli氏は、オンラインから直営店へ
の進展は、そのように選択したのではな
く、必要性に迫られて生まれたものと語
ります。「30年前、小売企業が販売してい
たコーヒーは、インスタントコーヒーでし
た。なので、私たちは自社製品を自ら小
売販売することにしました。まず、コー
ルセンターを設立し、それがさまざまな
チャネルへと進化したのです。」 

Staeheli氏は、オフライン・オンラインの
両方で、すべてのチャネルにわたって顧
客に一貫した体験を提供することが現在
の目標だと語っています。「重要なのは、
商品、価格、販促キャンペーンの一貫性
です。」 

統合チャネルと顧客関係性
Nespressoはそれぞれのチャネルの役割
を非常に明確に定めているとStaeheli氏

Roger Staeheli氏, Country Manager, 香港
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「海外で生まれたオーストラリア人が、eコマースの成長を後押ししています。 
海外生まれのオーストラリア国民の割合が高いシドニー、メルボルン、ブリスベンなどの都市では、 
気に入った商品を手に入れる唯一の方法がオンライン購入であることが多かったため、 
消費者にはオンラインで物を買うことへの抵抗感が最初からないのです。」

 — Trent Duvall, Head of Consumer Markets, KPMG in Australia

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

オンライン市場を支配する 
オンライン小売企業
Taobao、Alibaba、Amazonなどの例を
見るまでもなく、オンライン小売企業が
世界中で力を強めていることは明らかで
す。オンライン小売企業の優位性は、特
に中国とインドで顕著です。これらの国
ではオンライン購入の80％以上がオンラ
イン小売企業からであり、この現状は日本
（69％）、イタリア（68％）、南アフリカ

（65％）でも変わりません。これらの国で
オンライン小売企業が占めるシェアは全
世界の平均である50％をはるかに上回っ
ています。

若い消費者がオンライン小売企業から購
入する傾向がベビーブーム世代より低い
ことは、オンライン小売業というプラット
フォームの成長が将来鈍化する可能性が
あることを示しています。あちこちの店で
価格を比較する傾向が低く、馴染みの

ウェブサイトから購入することを好むベ
ビーブーム世代の54％が、直近の購入を
オンライン小売企業から行っていたのに対
して、ミレニアル世代は48％でした。逆
に、ミレニアル世代は、小売店のウェブ
サイトから直接購入する傾向が35%と、
ベビーブーム世代の27%より高いという
結果が出ています（図1.5）。

図 1.5

直近の購入先（単位：％）
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「中国人がモバイル中心に走る理由の1つは、中国ではモバイルアプリを利用した第三者決済システムが 
オンラインでも実店舗でも広く受け入れられているからです。 
中国の消費者には第三者決済システムに対する信頼度が他国と比べて高いという特徴があります。 
もう1つの理由はスマートフォンの普及率が高いことです。その原因は、多くの国内メーカーによる価格競争が 
激しいことです。最後に、利用できるショップやブランドがなかったため、多くの人々がeコマースにすぐ 
飛びついたことも要因です。スマートフォンは文字通り、地方の消費者に初めてショップをもたらしたのです。」

 — Jessie Qian, Head of Consumer Markets, KPMG in China

図 1.6

オンラインショッピングに使用する 
デバイスの好み（単位：％）

購入に使用されるデバイスの 
トレンド
スマートフォンやタブレット端末が世界的
に普及しているにもかかわらず、大半の
消費者はいまだに従来のデスクトップPC
やノートパソコンを使ってオンラインショッ
ピングを行っています。世界中のオンライン
購入者の半数以上（57％）は、デスクトッ
プPCまたはノートパソコンを好んで使用

すると回答し、17％はモバイルデバイス
を好んで使用する、27％は特に使用する
デバイスの好みはないと回答しています
（図1.6）。

デバイスの好みは地域によって大きく異な
り、アジアの消費者がスマートフォンで
ショッピングを行う割合（19％）は、世界の
平均値（8％）の2倍でした。この傾向は特
に中国で顕著であり、26％がモバイルデ

バイスを好んで使用していました。予想に
たがわず、ショッピングにスマートフォン
を使用する割合が最も高かったのは（最
近の購入の11％）ミレニアル世代でした
が、その一方、ミレニアル世代の54％
は、いまだに直近のオンライン購入に
ノートパソコンまたはデスクトップPCを使
用しています。

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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「企業はチャネルにとらわれないことが重要です。つまり、オンラインでスタートしようとオフラインでスタート 
しようと関係ないのです。重要なのは、すべてのチャネルを連携させて消費者が必要としている利便性を提供 
することです。オンラインはカスタマージャーニー、つまりROPO（Research Online, Purchase Offline： 
オンラインで調べてオフラインで買う方法）で大きな役割を果たしています。大きい成功を収めているマルチ 
チャネル企業は、90年代後半には既に自社のオンラインチャネルを確立しており、さらに『クリック＆コレクト』 
（店舗受け取りサービス）を確立し、組織全体に存在するサイロを根絶して、実店舗のスタッフがオンラインを 
自分とは関係のない別の事業だと見なしたりすることがないように、チャネルに依存しないインセンティブ 
プログラムを設けています。」

 — Paul Martin, UK Head of Retail, KPMG in the UK

50%

70%

77%

ベビーブーム
世代

X世代 ミレニアル
世代

他の小売企業との
価格の比較

65%

商品の情報／仕様

61%

オンラインレビュー

49%

商品の選択肢
（色、サイズ、スタイルなど）

35%

店舗の在庫／
購入可能性

16%

スマートフォンがつなぎとめる 
オフラインの買い物客
スマートフォン等のモバイルデバイスは最
も好まれているオンライン販売チャネルで
はないかもしれませんが、消費者の3分
の2以上が実店舗にいる間に、スマート
フォンで商品について調べたと言っていま
す（図1.7）。

特にこの習慣が普及していたのがシンガ
ポール（83％）、ブラジル（79％）、中・東

欧（78％）、米国（77％）であったのに対
して、多くのヨーロッパの消費者は買い
物に出かけている間に商品について調べ
る割合が平均値より10～15％低いという
結果になりました。

また、すべての地域において、ミレニアル
世代は、年上の世代より、買い物をして
いる最中にスマートフォンで情報を検索す
る割合が高くなっていました（77％）。た
だし、最年長世代の回答者でさえ、その

半分が店舗にいる間にモバイルデバイス
でチェックしたと言っています。

消費者は何を検索していたのでしょう。
買い物に出かけている間にオンライン検
索を行った主な理由は価格の比較であ
り、次いで多かったのが商品情報の検索
とオンラインレビューのチェックでした（図
1.8）。

図 1.7

店舗にいる間にスマートフォンで 
商品を検索した消費者の割合

図 1.8

店舗にいる間に商品に関する 
以下の情報を検索した消費者の割合

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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購買までの 
プロセス

「購買までのプロセス」は従来からある
ショッピングの概念ですが、インターネッ
ト、デジタルイノベーション、それに続く
オンラインショッピングの隆盛に伴って過
去10年の間に大きく発展しました。デジ
タル革命が起きても、消費者が「認知」、
「検討」、「コンバージョン（商品購入）」、
「評価」という段階を体験するという事は
変わりませんでしたが、プロセスそのも
のは変わりました。従来は線形的だった
購買行動プロセスは、循環型になった
り、場合によってはクモの巣型になったり
しました。現在の消費者は、すべての段
階でオフライン、オンライン両方の無数の
要因に影響されて各段階を行き来するよ
うになっているのです。 

オンライン取引における消費者の意思決
定に影響を及ぼす衝動要因、動機付け、

阻害要因を明らかにするために、本調査
では単純化した循環型プロセスの購買行
動モデル（図2.0）を使用し、回答者の直
近のオンライン取引における4つの段階で
の行動を調査しました。 

認知
商品に対する欲求に初めて気付いた、あ
るいは初めて欲求を覚えた段階

検討
商品をオンラインまたはオフラインで調査
した段階

コンバージョン
商品を購入する場所と時期を決定した段階

評価
購入後の段階

「ブランドがミレニアル世代のロイヤルティを獲得するには、まず基本を 
おさえる必要があります。つまり、最上級の顧客サービスを提供し、 
ミレニアル世代が利用しているソーシャルメディアやメッセージングなどの 
チャネルを通じて、個々人への対応を迅速に行う必要があるのです。 
しかし、それ以降の段階になると、ブランドは適切なコンテンツ戦略を 
実施する必要があります。面白さと情報提供という両方の要素を持った 
コミュニケーションを通じて、ミレニアル世代を味方につける必要がある 
のです。ゲーミフィケーションや希少価値などの要素も効果を発揮する 
可能性があります。ミレニアル世代に人気がある一部のフットウェア 
ブランドは、商品やブランドに対する口コミを促進させるために限定版と 
いった仕掛けを利用しています。ミレニアル世代は他では手に入らない 
商品を入手するためなら、物理的にもデジタル的にも行列をなすのです。」

 — Joel Benzimra, Global Advisory Lead for Consumer Markets, 
  KPMG International

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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In an online review
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Talking with my friends

Talking with my family

I saw a friend with it
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I saw it on TV or in a movie

オンラインショップ

30%

いずれかの
オンライン
チャネル: 59%

いずれかの
オフライン
チャネル: 52%

15%15%

10%

7%

13%

22%

15%

12%

9% 8%
10%

オンライン広告
オンラインレビュー

ソーシャルメディアの投稿またはブログ
販促キャンペーン電子メール
オンライン記事またはオンラインマガジン

実店舗
友人との会話
友人が使用しているところを見た

家族との会話
紙媒体の雑誌または新聞
テレビまたは映画

Consideration:
product and 

company 
research

Conversion:
deciding where and 

when to buy

Awareness:
triggers and 
influencers

Evaluation:
experience 

and
feedback

1.

3.

4. 2.

段階1 － 認知：
トリガーと影響を及ぼす要素 

（インフルエンサー）
最初のトリガーの瞬間を作り出すオンライン
タッチポイントとオフラインタッチポイント
の影響力を比較すると、消費者の52％が
最初の認知の情報源として少なくとも1つ
のオフラインチャネルを挙げており、59％
が1つまたは複数のオンラインチャネルを
挙げているという興味深い事実が浮かび
上がります（図2.1）。

マルチチャネル戦略を 
利用した認知の喚起
商品認知の最初の情報源として最も多かっ
た回答は、消費者のおよそ3分の1が挙
げた小売ウェブサイトやオンラインショップ
で、オンライン広告は15％でした。それ
と同時に、消費者の22％が実店舗と回
答しており、2番目に高い商品認知の情
報源として挙げられました。

eコマースは明らかにオンラインのみに収
まる活動ではなくなっています。オンライン
チャネルとオフラインチャネルの併用が、消

費者の認知と需要を喚起するうえで効果
的と言えるのです。

これは企業が管理するチャネル（店舗、
ウェブサイト、広告）でも、第三者の情報
源でも同じです。ウェブサイト、店舗また
はオンライン広告の次によく利用されてい
る商品認知の情報源は、オンラインレ
ビューで、15％が情報源として挙げてい
ます。このほか、友人との会話（15％）、
ソーシャルメディア（13％）、友人が使用
しているところを見た（12％）などが挙
がっています。

図 2.0

単純化された購買行動プロセス 
オンライン購入プロセスの段階

図 2.1

購入前に消費者が商品を見たチャネル

認知：
トリガーと影響を及ぼす要素 
（インフルエンサー）

検討：
商品と企業の調査

評価：
体験と 
フィードバック

コンバージョン：
いつ、どこで購入するか

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017
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レビューや推薦記事の
オンライン検索

企業のウェブサイトへの訪問 商品の確認、試用、試着を
目的とした実店舗への訪問

友人または家族との
商品に関する会話

23%

55% 47%

26%

18%

22%
24%

ベビーブーム世代

12%
13%

17%

8%

11%

17%

実店舗 友人との会話 友人の利用

X世代 ミレニアル世代

消費者が仲間や知人の利用をより信用し
ていることは、顧客が企業にとって非常
に影響力の大きい販促キャンペーンの媒
体となっていることを意味しています。オン
ラインでもオフラインでも、認知度に最も
大きな影響を及ぼす要素（インフルエン
サー）として他のユーザーのコメント数を
挙げる消費者が多いことは、ブランド・
アンバサダーになる人を起用し、快適な
顧客体験を提供することの重要性を物
語っています。

世代別の認知トリガー
ミレニアル世代は、年上の世代に比べて
ソーシャルメディアやユーザーレビューな

どのオンライン上の情報源の影響を受け
やすいだけでなく、オフラインチャネルの
影響も受けやすい世代です。ミレニアル
世代は、直近の購入品を実店舗で見た割
合、購入商品について友人と話した割合
が、共にベビーブーム世代より高く、友
人がその商品を使っているところを見た
割合はベビーブーム世代の倍以上でした。
（図2.2）

ミレニアル世代が最もデジタルネイティブ
であることは確かですが、デジタル以外の
世界でも、少なくとも親世代と同程度に
能動的であり、影響を受けていると言え
ます。

段階2 － 検討：
商品と企業の調査
検討の段階でもオンラインチャネルの重
要性は変わらず、商品調査に利用したチャ
ネルとして回答者が挙げたうち、最上位2
つはオンラインレビュー（55％）と、企業
のウェブサイト（47％）でした（図2.3）。

オフラインチャネルも重要な情報源であ
り、消費者の26％が調査段階で実店舗
を訪れたと回答しており、23％が商品に
ついて友人または家族と話をしたと回答
しています。

図 2.2

購入前に消費者が商品を検討した 
世代別のオフラインチャネル

図 2.3

オンラインで購入した商品の調査に 
以下のチャネルを使用した消費者の割合

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017
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ケーススタディ

良品計画（無印良品）
執行役員企画室長　武内 健治 氏

無印良品ブランドのコンセプトを伝えるこ
とが中心となっています。私たちは、当
社のオンラインコミュニティ『MUJI.net』
や『MUJI passport』アプリを通じて、 
無印良品のコンセプトをお伝えし、
FacebookやInstagram上で共有できる
情報を発信することにより、お客様に当
社のウェブサイトや店舗を訪れていただけ
るよう誘導しています。」

このように、良品計画は、ロイヤルティ・
プログラム「MUJI passport」を利用して
顧客から商品に対する質問・意見・要望
を募り、オンラインでのコミュニケーション
活動を行っています。会員は商品を購入
したときだけでなく、実店舗に立ち寄った
とき、商品に関する評価やアンケートに
回答したとき、さらにその他のプロモー
ションに参加したときにも「MUJIマイル」
を取得することができるようになっていま
す。

オンラインコミュニティは 
差別化要因
MUJI.netのコミュニティには、他社には
ない特徴があります。無印良品ブランド
は、このコミュニティを通じてロイヤル
ティの高い「固定ファン」を獲得し、日常
的にトレンドや商品に関する情報を交換し
ているのです。「私たちはMUJI.net上で
双方向型のコンテンツの提供や社会的な
問題に対する当社の見解を公表するコラ
ムを掲載しています。また、お客様に商
品に対するアイデアや意見・要望を求め、
商品開発への参加を促すことを通じて、
お客様とのエンゲージメントを図り、『固
定ファン』の獲得に役立てています」と武
内氏は語っています。

1980年に販売を開始した無印良品
は、7千点以上の生活雑貨、衣服・ 
雑貨、食品を販売する 
日本で有数の小売企業であり、 
無印良品ブランドは世界にその名を 
広めています。 
今や日本に限らず、海外26ヵ国の 

800を超える店舗で販売しています。
また、主に日本やアジアを中心に 
ネットストアでも展開しています。

アル世代は最新トレンドに敏感であり、
デジタルとの関わりが深いと思われるか
らです」とする一方で、武内氏は、「小売
市場がかなり成熟している日本では、
ネットショップ上で世代間の違いはあまり
感じません。ミレニアル世代が情報の拡
散に大きく貢献していると言える一方で、
消費マーケットをリードしているのはあく
までX世代の消費者です」と語ります。 

良品計画は 
真のオムニチャネル小売企業
良品計画は、オフラインチャネルとオンラ
インチャネルの相乗効果を積極的に追求
しており、その効果が最大になるよう、
特定の主要業績評価指標（KPI）を管理し
ています。武内氏によれば、「eコマース
担当部署のKPIの1つに、当社の実店舗
を訪れるお客様数があります。これはこ
の部署が、ネットストアのお客様を実店
舗へ誘導することをミッションの1つとし
ているからです。」

オンラインからオフラインへの流れのほか
に、武内氏はオフラインからオンラインへ
という逆向きの顧客動向についても言及
しています。「家具類は自分の目で確かめ
てから購入を決定されるお客様が多いカ
テゴリーとなるため、当社では実店舗で
現物を見たり触ったりできるようにしてい
ます。ただし、家に帰ってその家具の設
置スペースなどを確認してからでないと、
最終的な判断を下せない場合もありま
す。そのような時、お客様が同じ商品を
ネットでも購入できるよう、当社ではオン
ラインで簡単に注文でき、すぐに配送でき
る体制を整えています。」

特定の商品ではなく、コンテンツ
を伝える 
良品計画は、特定の商品を宣伝するので
はなく、消費者が嗜好するトレンド、スタ
イル、情報に応えるようにしています。武
内氏によれば、「当社の宣伝スタイルは、

eコマースが最も好調なのは 
日本
eコマースは、良品計画の国内事業にとっ
て重要な役割を果たしている一方で、海
外に目を向けると、まだ成長の余地があ
ります。「日本国内において、無印良品の
オンライン取引は総売上の約10％を占め
ていますが、例えば、ドイツや中国では
売上の約4％程度にすぎず、海外でその
割合はまだそれほど高くありません」と、
良品計画（RKJ）の執行役員である武内
氏は語っています。

さまざまなセグメントを 
ターゲットにする
無印良品ブランドのマーケットは、その地
域のマーケットシェアを獲得するのではな
く、その地域のマーケット規模と消費者の
動向に基づいて築きあげられます。「当社
は各地域において、トレンドに敏感で消
費全体をリードする世代をターゲットにし
ています。日本では購買意欲が高く、か
つ可処分所得の高いX世代からベビー
ブーム世代が主なターゲットとなります。」

中国に目を向けると、「デジタルネイティブ
と言われるミレニアル世代を主なターゲッ
トとしています。なぜなら、中国のミレニ

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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ベビーブーム世代

レビューや推薦記事の
オンライン検索

企業のウェブサイトへの訪問

オンラインチャネル オフラインチャネル

X世代 ミレニアル世代
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45%
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商品の確認、試用、試着を
目的とした実店舗への訪問

友人または家族との
商品に関する会話

20%

30%
26%

19%

27%

20%

ミレニアル世代はベビーブーム 
世代より店舗を訪れる傾向が 
高い
認知段階と同様に、ミレニアル世代は検
討段階でオフラインチャネルを利用する傾
向がX世代やベビーブーム世代の消費者
より高くなっています。オンラインレビュー
や商品のウェブサイトを参考にする頻度が
他の世代に比べて高い一方で、商品につ
いて調べるために店舗を訪れたり、友人
や家族と話したりする傾向も最も高いと
いう結果が出ています（図2.4）。

地域によって異なるオンライン 
レビューと企業のウェブサイトに 
対する信用度
アジア、東欧およびロシアでは、他の地
域に比べて、オンラインレビューに対する
消費者の信用度が、企業ウェブサイトに
対する信用度よりはるかに高いことが明

らかになりました（図2.5）。このように企
業のウェブコンテンツに対する信用が比
較的低いことは、これらの地域の企業に
とってリスクになり得ます。なぜなら、
メッセージングや消費者レビューに含まれ
る商品情報は、企業がコントロールでき
ないものだからです。これらの企業は、
情報提供を目的としたウェブサイトを構築
するほかに、ソーシャルメディアや第三者
のフォーラムに好意的なレビューが投稿
されるよう取り計らうことに、特に注力す
る必要があります。

購入の最終判断の決め手となる 
要因
オンラインで購入する商品やブランドの意
思決定にあたり、消費者が最も影響を受
ける可能性が高いと挙げた要因は、価格
または販促キャンペーン（27％）でした。
それらに次いで、消費者が最終的な商品

の選択において最も重要な検討事項とし
て挙げることが多かった項目は商品の機能
（23％）とブランド評価（22％）となりまし
た（図2.6）。

また、商品の決定要因はカテゴリーに
よって異なることも分かりました。ファッ
ション、食品、贅沢品では、ブランド評
価が特に重要な検討事項として挙がりま
したが、最上位の決定要因はやはり価格
であり、特に贅沢品では回答者の33％が
決定要因として挙げていました。一方で、
化粧品では、ブランド評価とオンラインレ
ビューが主な決定要因（それぞれ27％と
21％）として挙げられており、電子機器
では商品の機能が最も重要（25％）とさ
れ、それとほぼ同様に重要視されていた
のが価格、ブランド評価、オンラインレ
ビュー（それぞれ電子機器の購入者の5分
の1）でした。

図 2.4

オンライン購入の調査に使用された
チャネル － 世代別

「現在は消費者が確固たる購入の決定権を持っており、その消費者が注目しているのはサービスの 
パーソナライズ化です。現代の消費者は、店主と個人的な関係を築いていた1920年代の消費者に似ています。 
これはつまり、ビッグデータが重要になるということです。小売企業は個々の消費者が何を買っているのか、 
何をしているのかを理解する必要があり、消費者を個人として扱うと共に、その要望に応えなければなりません。」

 — Paul Martin, UK Head of Retail, KPMG in the UK

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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地域別の決定要因
オーストラリア、ニュージーランド、カナ
ダ、フランス、ベルギー、南アフリカの消
費者は、価格または販促キャンペーンの
影響を受ける傾向が最も高い結果となり
ました。これらの国では、消費者の38％
以上が直近の商品の選択の決め手になっ
た要因が、価格と販促キャンペーンだっ
たと回答しています。 

一方、アジアの中でも特に中国とインド
では、ブランドの方が価格より重要でし
た。ブランド評価を挙げた人の割合は価
格を挙げた人の割合の2倍となっています
（31％対15％）。また、特に中国、日
本、香港、インドの消費者は、他の国の
消費者に比べて、最終的な商品の選択を
オンラインレビューに基づいて行う傾向が
高いという結果が出ました（図2.7）。

図 2.5

オンライン購入の調査に以下のチャネルを使用した
消費者の割合 － 地域別（単位：％）

図 2.6

購入決定の決め手となった要因

図 2.7

購入決定の決め手になった要因 － 地域別

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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段階3 － コンバージョン：
どこで、いつ購入するかの決定
オンライン上での購入プロセスのコンバー
ジョン段階では、消費者が商品をどこで、
いつ買うかという2つの決定を下します。
オンラインショッピングの場合、購買プロ
セスの最初の2段階で消費者を引き込め
たとしても、それが第3段階での成功につ
ながると保証されたわけでは決してあり
ません。

情報通のオンラインショップ利用者は、い
くつもの情報源からヒントや情報を得なが
ら、何のためらいもなく別の場所で購入
します。最終的な注文を勝ち取るこの重
要な段階において、さまざまなタイプの
消費者の優先事項を理解することは、企
業に優位性をもたらすと言えます。

どこで購入するかの決定
検討段階と同様に、このコンバージョン
段階においても、価格が最も重要視する
決定要因となっており（図2.8）、特に電
子部品などの一部のカテゴリーでその傾
向が顕著に見られました。一方で、価格
よりも自分が信頼するウェブサイトから購
入することの方が重要だと回答している
アジアにおいては、信頼性の高いウェブ
サイトを構築することも企業にとって重要
と言えるでしょう。 

北米、オーストラリア、ニュージーラン
ド、西欧などの先進国では、特にファッ
ションや贅沢品を購入するときに、在庫
の有無を重要視する意見が他の国の消費
者より高くなっています。ファッションアイ
テムを購入する消費者を見てみると、商
品の返品ポリシーに基づいて購入先を選
ぶ割合が他の商品に比べて約3倍も高く
なっています。

どこで購入するかを考えるとき、消費者
が重要視する決定要因に世代間に大きな
差は見られませんでしたが、ミレニアル
世代は年上の世代に比べて、より価格に
基づいて選択する傾向が高いという結果

が出ました（図2.9）。その原因の一部は、
ミレニアル世代の可処分所得が低いこと、
ミレニアル世代が上の世代よりデジタル
に精通していること、また、オンライン
ショッピングそのものに対する抵抗感が低
いことにあると言えるかもしれません。 

信頼されるウェブサイトを構築することは
これからも変わらず重要となりますが、
競争力のある価格設定の重要性は、たと
え今後ミレニアル世代の所得が増加した
としても、増大し続けると予想されます。

図 2.8

どこで購入するかを決めるときに 
最も重要視する要因

図 2.9

どこで購入するかを決めるときに 
最も重要視する要因 － 世代別

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017
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ケーススタディ

Grana
Luke Grana氏, CEO

ラインで注文し、自宅に配送する作業を
現場のスタッフが手助けしてくれるため、
オンラインショッピングに不慣れな顧客に
とっても簡単に購入することができます。

リピーター顧客による購入はGRANAの
売上の50％を占めています。Grana氏は、
このような顧客のロイヤルティを支えてい
るのは、品質、価格設定、即納体制、
毎配達時に添えられる手書きのサン
キューカード、ウェブサイト上のライブ
チャットオプションなどの顧客サービスに
対する気配りだと考えています。 

将来を見据える
当初GRANAは、現在も戦略的な本拠地
になっている香港でその販売の大半を
行っていました。しかし、現在成長率が
最も高い市場は、米国となっています。
GRANAは、米国の顧客ベースをさらに
拡大するために、次のポップアップショー
ルームをニューヨーク市でオープンする予
定です。さらにGRANAは、Alibabaのアン
トレプレナーファンドから資金を調達し、
そのサポートを受けて、2017年に中国語
のウェブサイトを完備し、中国本土市場
に参入することを計画しています。 

「Alibabaからの投資支援は本当に喜ばし
いことであり、Alibabaのチームと密接に
連携して中国本土市場に参入するのを楽
しみにしています」とGrana氏は語ってい
ます。「オンラインショッピングの導入につ
いて言えば、中国の消費者は既に成熟し
ており、中国には計り知れない中長期的
な将来性があると私たちは考えています。」

Luke Grana氏は、 
革新的なオンラインファッション 
リテーラーであるGRANAのCEO 
兼共同創業者です。 
Grana氏とPieter Paul Wittgen氏
（COO兼共同創業者）は、 
わずか2年前に設立された小さな 
スタートアップ企業が今や12ヵ国 
へ商品を輸出する国際ブランドへ 
と成長を遂げた様子を目の当たり 
にしてきました。 
GRANAの中核をなす目標は、 
従来の販売チャネルと流通 
チャネルのコストをカットすること 
により、質の高い衣料品を手頃な 
価格で製造し、販売することです。 

ロイヤルティの高い顧客を 
獲得し、生み出す
ソーシャルメディアにおけるGRANAの
「楽しく、おしゃれ」なプレゼンスは、顧
客との間に親密な関係を構築すると同時
に、顧客のブランドロイヤルティを高めて
います。GRANAはFacebookで23,000
の「いいね」を獲得しており、Instagram
のフォロワーは24,000人を上回っていま
す。これらのソーシャルメディア・プラッ
トフォームこそが、GRANAのコアマーケッ
トであるミレニアル世代と交流する場と
なっており、その手法は単なる自社製品
ファッションの展示を超えるものがありま
す。

従来型の広告や販促キャンペーンに投資
していないGRANAは、ソーシャルメディ
ア、デジタルキャンペーン、口コミのみを
頼りにブランド認知を確立し、オフライン
からオンラインへのシフトを高めていま
す。自社のeコマースプラットフォームを
サポートするために、GRANAは、香港
の上環に居を構える「The Fitting Room 
by GRANA」と呼ばれるフラグシップ
ショールームのほかに、12以上のポップ
アップストアをオーストラリア、香港、シン
ガポール、米国で開設しています。 

これらの実店舗は2つの目的を果たしてい
ます。1つはGRANAブランドを知らない
潜在顧客にブランドを紹介することであ
り、もう1つは新規顧客や既存顧客が実
際に生地の感触を確かめ、衣服を試着で
きる場を提供することです。「The Fitting 
Room by GRANA」とポップアップストア
は在庫を持っていませんが、アイテムをオン

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.
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92% 肯定的
2% 否定的
6% 中立的

段階4 － 評価：
体験とフィードバック
購入モデルの循環型またはクモの巣型の
プロセスにおける評価段階は、少なくと
も認知段階および検討段階と同程度に重
要であり、それら2つの段階と密接に関連
しています。快適な顧客体験はロイヤル
ティとリピーターを獲得するうえで非常に
重要であり、ソーシャルメディアやユーザー
レビューなどの信頼度が増しつつある時
代を迎えた今、顧客体験の発信が肯定的
にも否定的にも将来の購入決定に大きな
影響を及ぼす可能性があります。

オンラインフィードバックの 
増大
オンライン上における顧客のおよそ30％
はオンラインで商品のフィードバックを投
稿したと回答しており、アジアではその割
合が43%と、グローバル平均よりも高く
なっています（図2.10）。米国、トルコ、

中南米（ブラジルを除く）の消費者もオン
ラインでフィードバックを共有する割合が
平均より高くなっています。一方で、オー
ストラリア、日本、多くの西欧諸国の消
費者は、レビューを投稿する割合が最も
低いという結果が出ました。 

若年層の消費者はオンラインでレビュー
を投稿する割合が高く、彼らが年を取って
も、このトレンドは継続する可能性が高い
でしょう。これはつまり、発信力があり、
デジタルとの関わりが深い若年層の消費
者の割合が今後大きくなるにつれて、オン
ライン上でのフィードバックがマーケティン
グミックスに含まれる頻度が高くなり、影
響力が増すことを意味しています。

レビューはおおむね肯定的
すべての世代にわたり、消費者がオンラ
インで共有したレビューの大半（92％）は
肯定的なものでした（図2.11）。消費者
が肯定的なレビューを投稿する傾向を支

えているものには、自身の体験をいち早
く投稿し共有したいという消費者同士の
競争心をくすぐるソーシャルメディアの台
頭、商品レビューの投稿によりアフィリエ
イトのクリック数を増大させ報酬を得るビ
ジネスモデルを実践しているブロガーの
増加、商品を購入した顧客に積極的に評
価を依頼する販売業者の増加など、さま
ざまなものがあります。

図 2.11

直前にオンラインで共有した 
フィードバック

図 2.10

オンラインで商品フィードバックを共有した
回答者の割合（単位：％）

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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「年配の消費者はデータのプライバシーに対する 
懸念が非常に大きいため、自分の情報を共有する 
購入先企業に対する信頼度を重要視します。 
一方、若年層の消費者のプライバシーに対する 
懸念はそれほど大きくありません。若年層の 
消費者は自分の情報を共有させることに 
メリットがある限り、情報を共有します。 
この傾向は将来主流になるでしょう。」

 — Stephan Fetsch, Head of Retail, KPMG in 
 Germany
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ソーシャルメディアの影響力の 
増大
消費者がフィードバックをどこに投稿して
いるかを理解することは、企業が肯定的
なカスタマーレビューを監視・管理し、育
むことに関わっていくうえで役立ちます。 

現在、消費者がレビューを投稿する可能
性が最も高いのは販売業者のウェブサイ
トです（図2.12）。人気が高いオンライン
販売業者は、商品を購入してから間もな
い顧客に対し、コメントの投稿を求める
ためのフィードバックメカニズムをプラット
フォームに組み込んでいます。そのような
販売業者は、商品購入から数日時間を置
くことで、苦情を申し立てたり商品を返品
したりといった不満を抱く顧客を避けて、
商品に満足し、肯定的なレビューを投稿
してくれる可能性が高い顧客を選び、そ
の顧客にアプローチを図ることができる
のです。 

世代的なトレンドを見ると、特にミレニ 
アル世代は、Facebook、WhatsApp、
Instagram、ブログ、Twitterなどのソー
シャルメディアサイトを、フィードバックの
投稿や閲覧に使用する頻度が高くなって
います（図2.13）。企業のコントロールや
影響力がますます及ばなくなっているサイ
トにユーザーの書くレビューが投稿されて
いるという現象は、企業にとって厄介で
す。企業は今後、これらのソーシャルメ
ディアサイトを自社のマーケティング戦略
や顧客戦略に積極的に組み込んでいく必
要があるでしょう。デジタル面で進んでい
る小売企業やブランドは、既にこのアプ
ローチをマスターしていますが、大半のブ
ランドはまだ完全にマスターしているとは

言えません。 

人気の高いソーシャルメディア・プラット
フォームには、地域による差が見られます
（図2.14）。Facebookは、ほとんどすべ
ての地域で最も広く使われているプラット
フォームですが、特に北米とオーストラリ
アでは2位以下に大差をつけて一番人気
があります。InstagramとTwitterは北米
で圧倒的に人気の高いチャネルであり、
WhatsAppは特に香港、インド、アフリ
カ、中南米で人気があります。北米を本
拠地とする多くのソーシャルメディアチャ
ネルが利用できない中国ではWeChatが
優勢ですが、WeChatはほぼ中国でしか
使用されていません。

図 2.12

消費者がフィードバックを共有したサイト（単位：％）

図 2.13

消費者がフィードバックを共有した
サイト － 世代別（単位：％）

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017
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サイクルの長さ
意思決定サイクルが短いため、 
見込み客に影響を及ぼす時間が 
ほとんどない
大半のオンライン取引では、認知からコン
バージョンまでのプロセスが非常に短く
なっています。調査対象になった消費者

の71％は、商品を認知してから、あるい
は商品に対する欲求を覚えてから1週間
以内に購入を行っており、回答者の3分
の1近くが商品の認知と同じ日に商品を
購入したと回答しています。このように、
ブランドが見込み客に影響を与えることが
できる時間が短いため、各段階において
消費者の行動と意思決定を左右する要因

を理解することが極めて重要になります。

調査結果によれば、ミレニアル世代、東
欧およびロシアなど、一部の消費者セグ
メントは購入までにかける時間が比較的
長いようですが、一般に各段階にかける
時間の長さには年齢や地域による差がほ
とんど見られませんでした（図2.15）。

図 2.14

フィードバックの投稿先として 
最も人気の高いソーシャルメディア
サイト － 地域別（単位：％）

図 2.15

地域別、世代別の購入サイクルの長さ（単位：％）

出典：Global Online 
Consumer Report, KPMG 
International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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ケーススタディ

TFG Group
Robyn Cooke氏、 
Head of ecommerce

オフラインショップの存在意義
前述に関連して、Cooke氏は、オンライン
小売企業の増大はオフライン小売企業に
とってまったく脅威にならないと語ってい
ます。「南アフリカにおけるオンライン専用
小売企業は、大半が外部資金調達に頼っ
て運営されており、採算の合うレベルに達
しなければならないというプレッシャーが大
きいため、持続が困難と言えます。この
ようなオンライン専用小売企業がうまくい
くかどうかはまだ分かりません。」

ファッション小売業の将来
TFGは将来、買い物客の利便性に対する
ニーズに押されて、よりトレンディーな
ショッピングマイクロサイトを提供するこ
とになると予想しています。このサイト
は、結婚式や音楽フェスティバルのような
「イベントカテゴリー」の形になるか、自
分の部屋の居心地のよさを重視する「ネ
スティング」のようなライフスタイルトレン
ドの形になる可能性があります。TFGは、
1つのプラットフォーム上でこれらのカテゴ
リーに属するすべての商品を提供すること
によってTFGの多様性を活かせると考え
ています。

支払方法の進化、WeChatのグ
ローバルな拡大
今まで南アフリカの市場を後押ししていた
のは、店舗オリジナルのクレジットカード
決済です。しかし、近年は、モバイルペ
イメントや電子資金決済を通じて管理さ
れる現金払いが増えており、決済方法の
偏りが是正されつつあります。さらに、
「SnapScan」と「WeChat」の組み合わ
せが南アフリカの消費者に店内モバイル
ペイメントという決済手段をもたらしていま
す。

安全で便利な配送を可能にする
革新的なソリューション
南アフリカ特有の課題に直面したTFGは、
革新的な配送ソリューションを見出しまし
た。南アフリカの大半の消費者は、通常
の勤務時間中は家を空けるため、荷物を
受け取ることができません。また、犯罪
率が高いという問題もあります。安全で
便利な配送手段を提供する必要性を満た
すために、TFGは、IT系スタートアップ
企業と提携し、ビデオ店および24時間営
業のガソリンスタンドで顧客がいつでも荷
物を受け取ることができる安全な場所を
提供しています。

TFGは南アフリカの大手独立系 
小売業グループです。 
TFGは22種類のプライベート 
ブランドを持つまでに成長しました 
が、そのうち3種類のブランドは 
海外でも販売されており、残りは 
南アフリカで販売されています。 
Robyn Cooke氏は全世界に 
わたってTFGのeコマース部を 
率いており、他の地域でeコマース 
業務を担当したことがある経験を 
活かし、南アフリカにおける 

eコマースが他国と違うところを 
グローバルな視点から見られると 
いうユニークな立場にあります。

ていますが、Cooke氏は、年間の成長率
を30～40％と想定し、オンライン取引の
割合が数年後に5％まで伸びることを期
待しています。

補充のための購入 － ファッショ
ン関係の購入のすべてが手触りや
試着を必要としているわけではな
い
本調査では、顧客が商品の手触りや肌触
りを確認できるようにすることの重要性
と、オンライン販売にとってそれが障害に
なり得ることが明らかになっており、
Cooke氏もその点に異論はありません。
しかし、Cooke氏の事業に限って言えば、
TFGのオンライン販売のおよそ60％を占
めるのは補充用商品、つまり消費者が以
前購入したことがあり、別の色やタイプ
を購入することを目的とした商品です。こ
のような状況では商品に触ったり商品を
試着したりする必要性が少ないため、補
充のための購入はeコマースの絶好の成
長機会になります。さらに、TFGの市場
である使い捨てファッションのセグメント
は、他のファッションのセグメントほど手
触り、肌触り、試着の重要性が高くあり
ません。

オンライン専用の小売企業は顧客
の選択肢を狭めている
Cooke氏は、オンライン・オフラインと
いったマルチチャネルの小売プラット
フォームを持つことのさまざまな利点を指
摘しています。消費者はオンラインでもオ
フラインでも、購入の都度、一番都合の
よい方法を選ぶだけのことです。Cooke
氏はこう語っています。「当社のプラット
フォームでは、お客様がオンラインで実店
舗の在庫を確認できるので、実店舗でも
目的の商品を入手することができます。
返品については、お客様の都合がよけれ
ば、実店舗に来店して商品を返品するこ
とができます。オンライン専用の小売企
業は、この利便性を提供できないため、
お客様の選択肢を狭めていると思います。」

TFGの目標は、eコマース 
事業を30 ～ 40％ 
伸ばすこと
現在22種類のブランドのうち11種類がオン
ラインで販売されていますが、TFGは22
種類のブランドすべてのオンライン販売を
目標とする5ヵ年計画の途上にあります。

Cooke氏によれば、アフリカ全体の事業
に対するオンライン販売の平均貢献度は、
現在1％前後にすぎません。つまり、南ア
フリカはまだeコマースの導入の初期段階
にあるのだとCooke氏は語ります。「米国
でeコマースが導入されてから17年目か
18年目だとすれば、南アフリカは5～6
年目といったところです。生まれたばかり
の若い市場ですが、戦略的には非常に重
要です。」TFGのオンライン取引が総売上
に占める割合はアフリカの平均値より高
い1.5～2％であり、市場を大きくリードし
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衝動買いの傾向が  同日に購入した割合  
最も高いカテゴリー 

食品／食料雑貨品 51%
ビール 49%
薬／ヘルスケア 46%
ワイン 44%
書籍／音楽 43%
ペットフードおよびペット用品 41%
酒類 36%

衝動買いの傾向が  同日に購入した割合  
最も低いカテゴリー 

電気通信機器／電話機 10%
家具／室内装飾品 14%
電子機器／コンピューター／周辺機器 15%
家庭用品と電化製品 18%
高級宝飾品／時計 18%
スポーツ用品／器具 18%

出典：Global Online 
Consumer Report, KPMG 
International, 2017

図 2.16

商品カテゴリー別および価格別に分類した購買までにかかる時間（単位：％）

図 2.17

衝動買いカテゴリーと購入サイクルの長いカテゴリーの比較

ミレニアル世代が年上の世代に比べて時
間がある一方で手持ちの現金が不足して
いる傾向にあることは、ミレニアル世代
が購入プロセスにおける調査に、より多
くの時間を費やす可能性がある理由の一
部になっているかもしれません。しかし、
オンラインショップの利用者が購入に至る
までに費やした平均時間との関連性が高
かったものは、消費者の世代ではなく、
購入される商品のタイプと価格でした。

特に電子機器は、商品の機能比較、最新
トレンドやイノベーションの調査、最安値
や有利な販促キャンペーンのチェックなど
に時間がかかることから、購入プロセス
に費やす時間が最も長くなっていました。
贅沢品も比較的販売サイクルが長い方で
したが、それでも贅沢品の購入の70％は1

週間以内に行われていました（図2.16）。

消費者が電子機器、贅沢品、家具、家
電製品を衝動的に購入する傾向は低かっ
たものの、食品およびビール、薬、アル
コール、ペットフードなどの消耗品は同
日に購入される頻度が高いという結果が
出ました。書籍および音楽も衝動買いカ
テゴリーに入ることが多かった品目です
（図2.17）。 

販売されている商品が消費者にとって既
に馴染み深いもので（多くの場合定期的
に購入されており）、比較的価格が安い場
合は、消費者が認知からコンバージョン
へ直接移行するため、評価段階が完全に
スキップされることがよくあります。

一般に、高価格の商品や購入頻度があま

り高くない商品の方が、販売サイクルが
長くなります。販売サイクルの長い商品を
販売しているブランドや小売企業は、見
込み客がいつ検討段階に入るのか、どの
情報源を利用して調査するのかを知るこ
とで、より多くの時間と機会を検討段階
での購入意思決定に影響を及ぼすために
使うことができます。 

衝動買いカテゴリーは、消費財企業に別
のタイプの課題をもたらします。消耗品
は、通常、消費者が繰り返し購入する商
品、または試しに衝動買いすることがあ
る商品です。肯定的なオンラインレビュー
や情報提供ウェブサイトは、消耗品を販
売しているブランドにとって重要ですが、
消費者を認知段階へ促す売り込みや購入
するタイミングに合わせた関連商品の販
促が最も効果的です。

© 2017 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 
KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



   2017 Global Online Consumer Report  27

利便性
価格
オフラインからの押し出し
商品検索・選択の容易さ
送料
他に購入手段がない

58%

54%

46%

40%

39%

29%

29%

27%

20%

15%

15%

11%

年中無休24時間体制

価格を比較できる

オンライン限定セールがある／
価格が安い

時間を節約できる

店に行かなくて済み、便利

商品が多様／選択肢が豊富

送料が無料

一箇所にすべてがあって便利

見つけるのが難しい商品を
探すことができる

人混みを避けることができる

自分の住む町／国では
商品が入手できない
レジの行列を避ける

ことができる
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図 3.0

実店舗ではなく、オンラインで買い物をする理由

そもそも顧客がオンラインまたはオフライン
のどちらで購入するかの決定を左右する
ものは何でしょうか。特定の企業やウェブ
サイトに他の企業やウェブサイトより高い
信頼を寄せるのはなぜでしょうか。リピー
ターになったりロイヤルティの高いアンバ
サダーになったりする動機は何でしょうか。
これらの顧客感情を理解することは、企
業がブランド、市場におけるポジション、
提供体験全体を構築するうえで極めて重
要です。

オンラインへのシフトを後押し 
しているもの
実店舗ではなく、オンラインで購入する動
機となった要因は何かを消費者に質問し
たところ、最も多かった理由は利便性や
価格に関連したものでした（図3.0）。 

消費者は店に出向いて買い物をすること
に伴う不愉快な体験を避けるためにオン
ラインを選んだとも回答しています。そう
回答した消費者は、店まで移動すること、
人混みの中を歩くこと、レジの行列に並

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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「ブロックチェーンや支払アプリなどの高度な 
テクノロジーが出現するにつれて、キャッシュレス 
社会への移行が進み、小売企業やオンラインブランド 
は顧客に便益をもたらす新しい手段を手に入れます。 
銀行やクレジットカード会社を含む 
ペイメントテクノロジープロバイダーは、 
このような変化を認識し、対策の立案に本腰を 
入れないと主導権を失うリスクがあります。」

 — Willy Kruh, Global Chair, Consumer Markets,  
 KPMG International

ぶことなどの不便さによって、ある意味で
オンラインに「押し出された」形になりま
す。特に人口密度の高い都市が多い国で
は、この傾向がはっきりしていました。例
えば、中国、インド、シンガポールの消
費者（図3.1）は人混みを避けることがオン
ラインで買い物を行う最も大きい動機だ
と回答しています。

オンラインで買い物をする一部の消費者
にとって大きな動機となったのは、居住
地の近辺の店では入手できない商品にア
クセスできることでした。平均すると、こ

れはオンラインショッピングを行う理由と
して挙げる割合が最も少ないものの1つで
すが、中南米およびアジア太平洋などの
一部の地域においては、調査対象となっ
た消費者の4分の1からおよそ半数が最も
大きな理由として挙げています。 

消費者が必要に迫られてオンラインで買
い物を行う傾向が高い国は、商品の購入
可能性や選択肢が限られているか、人口
の多くが実店舗や特定の商品にアクセス
できない遠隔地に住んでいる傾向があり
ます。

オンライン販売の障害を 
乗り越える
オンラインで行われた小売販売の総額は
間違いなく増加していますが、平均する
と消費者の大半はいまだに実店舗で買い
物をしています（図3.2）。

購入体験を楽しむために実店舗を訪れる
と回答した消費者の割合はわずか23％に
留まる一方で、実店舗に行く理由として
一番多く挙げられたのは、購入する前に
商品を実際に見て、触って、試着したい、
あるいは商品の外観や機能を確認したい

図 3.1

人混みを避けるためにオンラインで
買い物をする消費者の割合 － 国別

図 3.2

2015～2020年の総小売販売額
（単位：1兆ドル）に占める 
オンライン小売販売額の割合

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

出典：eMarketer, Aug 2016
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商品の感触／試用
配送
購買体験を楽しむ
その他

56%

55%

41%
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25%

24%

23%

16%

15%

14%

13%

11%

商品を見たいから／
商品に触れたい

商品を試着したい

商品の実物がオンラインの
写真と違うのではないかと心配

配送に時間がかかる

送料が高すぎる

オンラインで購入するには
商品の価格が高すぎる
店で買い物をする体験が

楽しい

どの道、店に行く必要がある

本物であることを確認したい

返品方法が複雑すぎる

オンラインのセキュリティが
信頼できない

販売員と話をしたい

「カスタマー・セントリック（顧客中心主義） 
を追求した統合型ビジネスモデルの一環 
としても示される通り、消費者は、自分が 
どこに住んでいても商品を配送して 
もらえる、または受け取ることができると 
期待しています。 
複数の注文の一括配送オプションや、 
開梱設置も含む配送サービス、簡単に 
返品できるシステムや補償制度を望んで 
いるのです。このような要求の増大に応え 
るために、企業はより優れた配送システム 
または自社より配送能力が優れた提携先 
を必要としています。」

 — Julio Hernandez, Global   
  Customer Lead, KPMG   
  International

57%

43%

40%

34%

33%

26%

23%

21%

21%

20%

16%

10%

価格

配送オプション

返品ポリシー

支払オプション

商品の在庫の有無を
確認する機能

商品の成分や原産地に
関する情報

一貫性のあるシームレスな
ショッピング体験

新規顧客に対するインセンティブ
プログラムまたは特典

オンラインで購入し、
店舗で商品を受け取る機能

自分に合った販促キャンペーン

期間限定の販促キャンペーン

ソーシャルメディアにおける露出

というものでした（図3.3）。消費者が見な
いで買うことをためらう商品のオンライン
販売を伸ばしたい小売企業は、サイズの
一覧表や実測図の掲載、360度どこから
でも見ることができ、ズーミング機能によ
り細部を鮮明に確認できる商品カタログ
の提供、生地見本の無料郵送、満足保
証サービスの充実、簡単に返品できるシ
ステムの導入など、消費者が安心してオン
ラインで購入できるように仕向ける戦略が
必要となります。 

なぜオンラインで購入するのか、もしくは
オフラインで購入する道を選ぶのか。消
費者がオンラインショッピングへの移行を
続けている現在、消費者の思考・行動を
理解しそれらの要因を明確にすることに
よって、小売企業は、変化する顧客の
ニーズや好みに対応した販売チャネルを
構築するうえで優位な立場に立つことが
できると言えます。

オンラインショッピングにおける
消費者の獲得
前章で説明した通り、たとえ競争に負け
ない価格設定を行い、消費者を引きこめ
たとしても、コンバージョン段階でその商
品を販売できると保証されたわけではあり
ません。どの企業のウェブサイトから購入
するかを決定する最も大きな要因として
57％の消費者が価格を挙げていますが、
次に大きな要因は好条件の配送オプション
と返品ポリシーでした（図3.4）。 

図 3.3

オンラインではなく、実店舗で 
買い物をする理由

図 3.4

どの企業のウェブサイトから購入するかを決めるときに最も重要視する要因

出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017
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配送に時間がかかるから商品を見たいから／
商品に触れたいから
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「現在、インドでのオンライン購入の 
支払いの大半は代金引換払い（cash on  
delivery：COD）で行われています。 
その原因は、銀行口座を持っていない人 
の割合が多いことや、クレジットカードの 
普及率が低いことにあります。 
しかし、政府がインドのブラックマネーに 
歯止めをかける施策を強力に推し進める 
ために通貨廃止（高額紙幣切替）政策を 
発表して以降、ここ1年半の間にクレジッ 
トカード、デビットカード、eウォレットの 
利用量が増えています。 
銀行も顧客を教育しており、代金引換払 
い以外の支払方法を利用するよう顧客に 
促しています。しかし、オンライン決済 
システムがまだ十分に発達していない 
ため、その前途は多難と言えます。」

 —  Rajat Wahi, Head of Consumer &  
 Retail, KPMG in India

配送に時間がかかるから商品を見たいから／
商品に触れたいから

62%
57%

53%

23%

33%
39%

ベビーブーム
世代

X世代 ミレニアル
世代

ベビーブーム
世代

X世代 ミレニアル
世代

図 3.5

オンラインではなく、実店舗で買い物をする理由 － 世代別

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

中国では配送オプションが価格より上位
にランクインしており、インドとトルコで
は返品ポリシーを要因として挙げた人が
最も多いという結果になりました。

ミレニアル世代は 
配送を待ちきれない
ミレニアル世代は、ただちに満足が得ら
れることに対する欲求が年上の世代より
ずっと旺盛です。若年層の消費者は、商
品を見ることなくオンラインで商品を買う
ことに慣れてはいますが、オンラインで商

品を購入してから商品が届くのを待たされ
るよりも、店に行ってその場で商品を入手
したほうがよいと回答する割合が年上の
世代の約2倍になっています（図3.5）。

これはつまり、企業は納期を短縮するた
めのイノベーションを継続し、膨らむ一方
の消費者の期待に応える必要があるとい
うことです。

支払オプションを地域に合わせて
調整する必要がある
支払オプションは、どのウェブサイトから
購入するかを決めるときに重要視される
要因の第4位（回答者の3分の1）でした。
東欧およびドイツ、ベルギー、ギリシャな
どの一部の西欧諸国、さらにロシア、イン
ド、中南米の消費者は、企業の支払オプ
ションが重要だと回答する傾向が特に高
く、多くの場合、支払オプションは配送や
返品のオプションより重要だと回答してい
ました。
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図 3.6

利用されている支払方法の割合 － 地域別（単位：％）

図 3.7

利用されている支払方法の割合 － 世代別（単位：％）

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

グローバル規模で見ると、 クレジットカー
ド（70%）が最も普及している支払方法で
あり、それに続くPayPalとデビットカード
を足した普及率（62%）よりも高くなって
います。一部の先進国ではPayPalがクレ
ジットカードと僅差の2位であり、アジア
を除くその他の国でも広く使用されていま
す（図3.6）。アジアにおいては、中国で
はAlipayとWeChat、その他のアジア諸
国ではクレジットカードの利用率が高く、
PayPalはほとんど使われていません。イン
ドはアジアの中でも例外で、消費者はクレ
ジットカードより代金引換払い（COD）ま
たはデビットカードを好んで利用していま
す。ロシアも同様で、クレジットカードを
使用する消費者の割合が世界で一番低く
なっています。

若年層の消費者はクレジット 
カードで支払う傾向が低い
ミレニアル世代は、他の世代よりクレジット
カードで支払う傾向が低く、デビットカー

ド、代金引換払い、プリペイドギフトカー
ドを利用する傾向が高くなっています。こ
のトレンドは、クレジットカードでの購入
に対する需要が少ない状態が今後も続く
ことを示しているのか、現在クレジット
カードにアクセスできる若年層の消費者
が少ないという実状を反映しているだけ

なのかはわかりません（が、後者の方が
可能性は高いと思われます）。いずれにし
ても、肝心なのは、企業が若年層の購入
者を惹き付けるためには、現金／デビッ
トカードとクレジットカードの両方を、支
払オプションに含める必要があるというこ
とです（図3.7）。
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ケーススタディ

ZALORA
Grabを利用して当社の店舗の近隣エリア
まで通勤しているお客様が、バウチャー
コード付きの自動プッシュ通知をZALORA
から受け取ることにより、来店して商品を
購入するよう誘導しました。」

東南アジアでは地域に合わせた配
送オプションが重要 
「当社はほとんどの市場において、物流、
自社専用の倉庫、配送車両に多額の投
資を行いました。さらに、当社はセブン
イレブンなどのコンビニエンスストア・
チェーンと強力な提携関係を結んでおり、
お客様は注文した商品をコンビニエンス
ストアで受け取ることができます。これに
より、オンラインショッピングに対するお
客様からの信頼を向上させ、オンライン
ショッピングを従来型の店舗の実用的な
代替手段として認識していただけるよう
になりました。」

顧客エンゲージメントと 
顧客ロイヤルティ 
ZALORAはターゲット顧客を25～35歳
の知的職業に携わる若者としています。
このグループのロイヤルティをどのように
構築しているのか、Costa氏はこう説明し
ています。「当社は主にモバイルとソー
シャルメディアを介してお客様と関わって
います。2014年の半ばから現在まで、デ
スクトップブラウジングからモバイルアプ
リへのトラフィックの飛躍的なシフトがあ
り、現在当社の事業の50％以上はモバイ
ルで構成されています。ソーシャルメディ
アは単なる1つのチャネルではなく、お客
様と双方向のやり取りを行える重要なブ
ランディングツールであると認識していま
す。ソーシャルメディアでは、当社の商品
に関する最新かつ重要なコンテンツを提
供すると同時に、リアルタイムでお客様か
らフィードバックを受け取り、そのフィー
ドバックに直ちに対応することができます。」

2012年に設立されたZALORAは、 
東南アジアの大手ファッション 

eコマース企業で、シンガポール、 
インドネシア、マレーシア、フィリピン、
香港、台湾に拠点を持っています。 
Tito Costa氏はZALORAの 
マネージングディレクターであり、 
ZALORAの親会社である 

Global Fashion Groupの出資企業 
であるRocket Internetで数件の 
インターネットビジネスを 
ヨーロッパとアジアで立ち上げた後、 
ZALORAに入社しました。

顧客の獲得とブランドに対する信頼の構
築でオフラインチャネルが重要な役割を
果たすと考えています。「当社では2014
年の後半からポップアップストアを活用し
たオフライン小売販売を実験的に行って
います。ポップアップストアに来店するお
客様は、当社の商品を見て試着した後、
バーコードをスキャンし、無人レジで購入
手続きを行うことができます。店舗に在
庫を持たない（店舗には各サイズのサンプ
ルのみを置く）ことによって、店員は在庫
管理から解放され、その時間をお客様へ
のアドバイスに費やすことができるので
す」とCosta氏は語っています。

Costa氏はさらに、ポップアップストアが
ブランドと顧客を感情的に結び付けるうえ
でいかに有効かを説明しています。「お客
様は初めて商品を購入するとき、まず商
品に触れて、商品を試着したいと考える
ため、オンラインファッション小売企業に
とって信頼は常に大きな課題となります。
実店舗を持っていることは、この問題に対
処し、より深く、より感情的な方法でお客様
を当社の味方につけることに役立ちます。」

オフラインからオンラインへのシ
フト
Costa氏は、従来のマーケティングチャネ
ルを活用したオフラインからオンラインへ
のシフトの例を2つ挙げています。「過去に
屋外広告を利用して、数ヵ所の重要拠点
に広告用掲示板を設置し、バウチャーコー
ドを掲示したことがあります。このコード
は追跡ツールとして機能し、これを利用
して当社はキャンペーン中のオフラインか
らオンラインへのシフトをモニターするこ
とができました。 もう1つの例は、シンガ
ポールでポップアップストアをオープンし
たとき、Grab（東南アジアのオンライン
配車サービス）などの運輸アプリと提携し
てジオフェンシング（位置情報）・テクノロ
ジーを活用し、お客様を当社の実店舗へ
誘導したことです。販促キャンペーン中、

東南アジアの成長
Costa氏はこの地域の成長を非常に楽観
的に見ています。「東南アジアのeコマー
スはまだ幼少期にあり、オンライン小売
業は総小売販売額のわずか1～2％に留
まっています。しかし、Tier1の都市以外
には従来型の小売店舗がないこの地域で
は、徐々にeコマースが成長し、やがて
小売販売に占める割合が米国やヨーロッ
パより大きくなると私たちは予想していま
す。当社では、顧客体験、高品質ファッ
ションの品揃えの良さ、顧客の関心を集
めるコンテンツがこれからますます重要な
役割を果たすようになるとも考えていま
す。好条件を求める消費者行動や値引き
に的を絞った商品検索は、eコマースの
将来の可能性を切り開く多くの原動力の1
つにすぎないと考えています。」

オンラインチャネルとオフライン
チャネルの両方を活かす
オンライン小売企業であるZALORAは、

Tito Costa氏, Managing Director
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「CEOは、快適で独創性のある体験の提供が、企業が導入できる最大の競争基盤の1つであることを認識してい 
ます。しかし、CEOにとって最大の懸念は顧客ロイヤルティです。顧客は企業を比較し、すべての企業に対して 
同じレベルのサービスを期待するため、期待値は上がり続けます。企業は魅力ある有意義な体験を提供したい
と思う一方で、利益を生みながらそれを実現する方法を見つけることが課題となるでしょう。」

 — Julio Hernandez, Global Customer Lead, KPMG International
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図 3.8

信頼できる企業が共通して 
持っている特性は何か？

出典：Global Online Consumer Report, 
KPMG International, 2017

消費者からの信頼の構築
実際に商品を手にする前に個人情報をオン
ライン上で提供し、支払いを行うことも多
いオンラインショッピングの性質上、ブラン
ディングや消費者から信頼されるウェブサ
イトを構築することは極めて重要です。
消費者がどこから購入するかを選ぶ際、
競争力のある価格や配送オプションが決
定的な要因になる可能性はありますが、
最終的には消費者自身が信頼するウェブ
サイトからしか商品を購入しません。 

最も大きな信頼を寄せる企業やウェブサ
イトの特性を消費者に尋ねたところ、
50％以上の回答者が企業の担当者と連
絡を取ることができるウェブサイトを挙げ
ました（図3.8）。特にカナダ、イギリス、

南アフリカではその傾向が強く、消費者
の64％がその特性を最も重要な信頼の
要因に挙げています。 

第2位に挙がったのが、否定的なニュー
スや出来事に対して率直であり、正直で
あることでした。特に中国と日本では、
第1位の企業の担当者と連絡を取れるこ
とよりも、企業の誠実性が重要であると
回答する消費者が多く見られました。次
に重要視されたのが、自分の個人情報が
どのように利用されるかをコントロールで
きることであり、特に北米、ヨーロッパ、
南アフリカでこの特性を重視する傾向が
見られました。BRIC諸国（ブラジル、ロ
シア、インド、中国）では、自社の商品
について消費者を教育してくれる企業を

信頼すると回答した消費者の割合が50～
60%と、世界平均より高いという結果が
出ました。

これらの特性は、いずれも企業が提供・
管理できる範囲に十分収まっていますが、
顧客からの信頼の維持を阻害する最大級
の脅威は組織の外にあります。企業が信
頼の獲得に役立つ特性をいかに多く持っ
ていても、その信頼を保護するための適
切なシステムが整備されていなければ壊
滅的な結果を招く可能性があります。そ
してそのリストの最上位にランクされるの
が、企業が消費者の情報を十分に保護
し、製造または販売する商品の品質と安
全性を保証することです。
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出典：Global Online Consumer Report, KPMG International, 2017

顧客情報の保護や商品の品質・安全性
の保証を侵害することは、長期にわたっ
て消費者からの信頼に大きな影響を及ぼ
す可能性があります。主流メディアやソー
シャルメディアから情報が盛んに発信され
る時代になった今、データ漏洩や製造品
質上の問題のニュースは、あっという間
にコントロールできない規模にまで広が
ります。これらのリスクを防止したり管理
したりするための万全の体制が整ってい
ない企業は、苦労して築き上げた信頼や
ブランド評価を一夜にして失う可能性があ
り、時にはそれが修復不能になることも
あります。

体験と信頼は顧客ロイヤルティを
獲得するのに十分か
顧客からの信頼が企業の成功の鍵を握る
と言えますが、企業が一番欲しがってい
るのは顧客ロイヤルティです。理想は、
顧客が企業に対する忠誠心を高めるだけ
でなく、友人、知人にその企業の商品を
勧めるブランド・アンバサダーになってく
れることです。 

消費者が特定の企業に忠誠心を抱く動機
は何でしょうか。快適な体験と企業に対
する信頼があれば顧客がリピーターにな
ることが保証されるのでしょうか。忠誠心
を抱く可能性が最も高い企業の特性につ
いて消費者に尋ねたところ、圧倒的多数

の消費者（回答者の65％）が、「カスタマー
サポートが優れていること」を挙げまし
た。 

実店舗で商品を購入する場合、消費者は
店員の気配りや商品知識といった一定レ
ベルのサービスを期待します。しかし、
オンライン環境での取引の大半は、この
ようなサービスがまったくない状態で行わ
れます。したがって、例えば、思いがけ
ず顧客自身に向けたメッセージカードが
商品に添えられていたり、手際よく問題
を解決してくれたりといった働きかけをオン
ライン小売企業がすると、顧客はそれに
気付きます。 

このようなカスタマーサポートをオンライン
で提供する方法を見つけることができれ
ば、注目を浴びることや顧客に覚えても
らうことが難しいオンライン環境でも、顧
客ロイヤルティを獲得することができるで
しょう。

若年層の消費者はより深い 
エンゲージメントを求めている
個性を持ったひとりの人間として扱っても
らいたい若年層の消費者は、このような
サービス精神に溢れたカスタマーサポー
トに感銘を受ける傾向が年上の消費者に
比べて低い一方、カスタマイズされた販
促キャンペーンや、複数のチャネルにま
たがって自分を認識してくれること、自分

のニーズを予測してくれることなど、個人
的な要素を持ったサービスに感銘を受け
る傾向が年上の消費者よりやや高い傾向
にあることが分かりました（図3.9）。

優れたカスタマーサポートやロイヤル
ティ・プログラム、ロイヤルティへの報
酬、フィードバックの場を提供すること
は、全世代にわたって顧客ロイヤルティ
を獲得するうえで必要不可欠となること
は今後も変わらないでしょう。しかし、企
業が若年層の消費者を惹きつけ続けるに
は、よりパーソナライズされた交流、より
カスタマイズされた体験や1対1のエン
ゲージメントを提供する必要があります。 

今後ミレニアル世代が総消費者市場の大
きい部分を占めるようになると、優れた
カスタマーサポートやロイヤルティへの報
酬に対する期待は最小限のものになるで
しょう。これからは、顧客をコミュニティ
の一員であるような気持ちにさせること、
顧客に自分が重要で、ユニークで、高く
評価されていると感じさせることができる
企業が、顧客ロイヤルティを獲得するよう
になるでしょう。

つまり、企業がオンライン上で消費者を
自社の顧客として留めるためには、競争
力のある価格を維持する一方で、コスト
効率よく顧客が期待するサービスや品質
を提供する方法を見つける必要があるの
です。国、文化、年齢、購入する商品の
タイプによって異なりますが、程度の差こ
そあれ、消費者は価格のためにサービス
や品質にはある程度の妥協点を見出す傾
向にあると言えます。

これらの要因に基づいてターゲット顧客を
識別・セグメント化し、それぞれ固有の
市場に合った商品構成やオンライン戦略
を展開することができれば、その企業に
はオンライン革命での成功が約束されて
いると言えるでしょう。
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KPMGが 
お手伝いできること

KPMGでは、Global Consumer Markets
プラクティスとGlobal Customer Center 
of Excellenceが連携し、消費財・小売
企業、さらにはその顧客企業が直面してい
る問題に関する最新の知見を発掘していま
す。KPMGの各分野に特化したインダス
トリー・チームは、これまでに個々のクラ
イアントのニーズに合わせた革新的で優れ
たビジネス戦略やビジネスソリューション
を開発してきました。これらの知見とソ
リューションを利用できるKPMGのメンバー
ファームのプロフェッショナルは、消費財・
小売業界での豊富な経験を活かして、企
業が成功するために必要となる競争力を
獲得し、維持するお手伝いをします。

顧客戦略とデジタル 
イノベーション
私たちは、クライアントの皆様がコストを
削減しつつ事業を成長させるお手伝いを
します。クライアントの皆様と一体となり、
事業価値の向上と最適な顧客エンゲージ
メントをもたらす革新的な顧客戦略やデ
ジタル提案を定義していきます。

顧客体験
KPMGは、アウトサイド・イン（消費者・
顧客）の視点から、顧客が体験している
ことを理解するお手伝いをします。顧客
に関する知見に基づいて最も重要な顧客
の購入プロセスに焦点を置くことによって、
顧客維持率、肯定的な口コミ、サービス、
最終的には販売を向上させるために、顧
客を惹きつけ、味方につける顧客体験を
定義するお手伝いをします。

マーケティング、販売、 
サービスの変革
フロントオフィスは、デジタル技術の革新
がもたらす創造的破壊と、高まる一方の
顧客の期待による大変革の嵐に見舞われ
ています。KPMGは、クライアントの皆
様が顧客中心主義に基づくサービスプロ
セスの設計に活用できるエコシステムや
プラットフォームの構築を立案するお手伝
いします。

顧客データとアナリティクス
顧客データを理解し活用することは、事
業変革に不可欠です。顧客データ活用の
プロセスは、KPMGが定義をお手伝いす
るマスターデータ管理戦略、および全社
にわたってデータを安全に管理するため
に必要となるガバナンスやツールから始
まります。

顧客テクノロジーソリューション
事業のバックボーンであるテクノロジーの
エコシステムは、今までになく重要性を
増しています。KPMGは、既存の事業能
力を補完し、商業的価値を創造するため
のテクノロジーソリューションの調達、開
発、統合をお手伝いします。

顧客中心主義に基づく組織
組織の境界は曖昧になっており、デジタ
ル技術はオフィスで望まれる仕事の進め
方に新しい息吹を吹き込んでいます。
KPMGは、重要な顧客の購入プロセスを
中心に構成された、現代的でデジタルに
対応した組織の創造をお手伝いします。
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KPMGインターナショナルは、Intuit Researchの協力のもと、世界中のオンライン
ショップ利用者に対し、購買行動、購買動機、また、オンラインショッピングに対する
認識や考え方に関する調査を実施しました。

本調査対象は、過去12ヵ月の間に少なくとも1回のオンライン購入を行ったことがあ
り、それぞれの居住国で所得者の上位65％に属する15～70歳の消費者から構成され
ています。

調査はオンラインアンケートを利用して実施され、総計18,430件の回答が51ヵ国から
得られました。各国で調査対象となった回答者の人口構成による比較ではなく、行動
の差が国同士の比較に反映されるよう、各国内における年齢分布に従ってサンプルを
加重しています。

本レポート全文のダウンロードはkpmg.com/jp/online-consumersをご覧ください。

KPMGは監査、税務およびアドバイザリーサービスを提供するプロフェッショナルファー
ムのグローバルネットワークです。世界152ヵ国のメンバーファームに約189,000名の
人員を擁し、サービスを提供しています。

KPMGのメンバーファームは、産業分野ごとに組織化されています。消費財・小売業
界においては、食品・飲料、消費財および小売セクターをカバーし、豊富な業界経
験を持つ専門家の国際ネットワークにより構成されています。このように、消費財・
小売業界にフォーカスしたネットワークにより、KPMGメンバーファームは、地域課題
や市場について常に十分な知識を有し、世界中のクライアントに対し一貫したサービ
スとThought Leadershipを提供しています。

KPMGは、消費財・小売業界のクライアントの皆様と協働し、急速に変化する事業
環境下での成功を支援すべく、活動しています。KPMGは、デジタル戦略、データ分
析、サイバーセキュリティ、サプライチェーンマネジメント、オペレーション・モデリン
グ、および事業変革他、多くの領域において、業界をリードする専門知識と経験を擁
し、企業における喫緊のニーズにお応えします。

詳細については、kpmg.com/jpをご覧ください。

Intuit Researchは、金融業、ハイテク産業、消費財産業のクライアントに高品質の調
査、ビジネスの知見、Thought Leadershipサービスを提供する市場調査コンサルタン
ト会社です。香港とシンガポールにオフィスを持ち、経験豊富な調査員のチームを擁
して、市場調査の設計、実施、解説を行うとともに、経営判断を下すために必要な
知見をクライアント企業に提供しています。 

詳細については、www.intuit-research.comをご覧ください。

調査について

KPMGについて

Intuit Researchについて
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